
令和８年度和歌山市脱炭素先行地域計画事業推進業務委託に係る仕様書 

 

１ 業務名 

 令和８年度和歌山市脱炭素先行地域計画推進業務委託 

 

２ 業務目的 

本市では、令和 8 年 2 月、環境省が推進する脱炭素先行地域に「全国の空洞化都市に先駆ける“和歌

山市モデル” ～空き家改修×脱炭素で創るまちなか再生戦略～」（別添１ 和歌山市脱炭素先行地域計

画）として選定され、2030 年度（令和 12 年度）までに先行地域内対象施設の電力使用に伴う CO2 排

出実質ゼロを目指している。 

本業務では、和歌山市脱炭素先行地域計画の推進に係る業務の実施及び産官学金の共同提案者等が連

携した「和歌山市脱炭素先行地域推進コンソーシアム」（以下「コンソーシアム」という。）を設立・

運営を実施することで、計画の円滑で確実な推進を図ることを目的とする。 

 

３ 履行期間 

契約締結の日から令和 9 年 3 月 31 日まで 

 

４ 業務内容 

（１）脱炭素先行地域計画推進業務 

ア 「断熱 PPA」や「再生可能エネルギー地産地消モデル」等の脱炭素先行地域計画に基づく事業

を統合的に管理し、2030 年度の目標達成に向け、次に掲げる業務を行う。 

① 関係事業者へのヒアリングに基づき、関係団体の役割分担を明確にするとともに、各種事業

の月単位及び四半期単位の詳細な工程表を更新し、進捗状況を適正に把握する。 

② 再生可能エネルギー導入量、二酸化炭素（CO2）削減量、空き家改修件数、中心市街地流動

人口等の KPI（重要業績評価指標）に関するデータを収集・集計し、目標達成状況の可視化を

図る。 

③ 事業推進の妨げとなるリスク（空き家所有者の意向変化、資材価格の高騰等）を早期に察知

し、その原因分析及び具体的な対応策について、市に報告又は助言を行う。 

イ 環境省へ提出が必要となる交付金申請事務等の円滑な執行を支援するため、次に掲げる業務を

行う。 

① 「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金」等に係る交付申請書、実績報告書、及び年次の進捗

状況報告書の作成に必要なデータ等の整理並びに資料案を作成する。 

② 交付金管理表等の更新により予算の執行状況を適正に管理するとともに、交付限度額の範囲

内における有効な活用方法について、市への助言を行う。 

③ 計画の変更等の必要が生じた場合、国との調整に係る対応方針案の整理、計画提案書等の修

正等を行う。 

（２）関係各機関との合意形成業務 

多様な関係機関の合意形成及び意見調整を行い、事業の実効性を高めるため、次に掲げる業務を行



う。 

ア 産官学金の多様な主体が参加するコンソーシアムを設立し、その円滑な運営を図るため、次に

掲げる事務局機能を担う。 

① コンソーシアムの規約、運営計画を作成し、脱炭素先行地域計画の推進に必要な関係団体の

参画管理、調整を実施する。 

② 月次総会、幹事会、事務局会議等の開催計画を策定し、検討資料の作成、会場手配、当日の

進行補助、および議事録の作成を行う。 

③ 「断熱 PPA」や「再生可能エネルギーの地産地消モデル」等、脱炭素先行地域計画の推進に

必要な特定のテーマごとの部会を必要に応じて設置し、その運営を補助し、実務的な検討を推

進する。 

④ 新規参画を希望する事業者又は団体等の窓口業務を行い、会員名簿の管理及び会員間の積極

的な意見交換を推進する。 

⑤学識経験者等を招聘及び専門的知見を活用し、客観的な立場から助言等を受け、コンソーシア

ムの運営及び各事業に反映する。 

イ 都市再生推進法人、空家等管理活用支援法人、地元の金融機関等と連携し、断熱改修を行う

「断熱 PPA」等のスキーム構築及び運用に係る関係主体との調整を行う。 

ウ 対象不動産の所有者、テナント、施工事業者等との間における事業実施に係る合意形成につい

て支援を行う。 

エ 公共施設や地場産業（繊維関連工場等）からの余剰電力を中心市街地エリアへ供給するスキー

ムに関し、小売電気事業者及び需要家等との調整並びに実務的な支援を行う。 

（３）脱炭素先行地域推進に係る普及啓発業務 

住民及び事業者の理解と参画を促すため、戦略的な広報活動を行うものとし、次に掲げる業務を実

施する。 

ア 断熱改修への理解度や再生可能エネルギーの利用意向を把握するため、住民及び事業者向けア

ンケート調査等の企画立案、実施、及び結果の集計・分析を行う。 

イ 脱炭素先行地域計画の推進に向けて、住民及び事業者に対する効果的な啓発方法等の提案を行

う。 

ウ 建物所有者を対象とした断熱改修セミナー、並びに地場産業を対象とした脱炭素経営セミナー

等のイベントについて、都市再生推進法人や空家等管理活用支援法人などの関係団体に対して、

企画の策定、当日の運営、及び効果検証等を支援する。 

 

５ 成果品 

本業務の成果品は次のとおりとする。ただし、データ形式については汎用性のあるものでなければな

らない。 

（１）業務報告書（A4 判、カラー製本） ３部 

（２）上記電子データ           一式 

（３）その他本業務で入手した資料     一式（電子データを含む） 

 



６ 業務実施に係る事項 

（１）本業務の円滑な推進に向け、業務を統括する責任者と脱炭素の専門知識を有する担当者を配置

するとともに、業務の着手前に本市に業務計画書及び工程表を提出し、承認を受けること。また、

計画等を変更する場合も同様とする。 

（２）業務の主たる部分を一括して第三者に再委託することは原則禁止とする。ただし、業務の一部

について、事前に市の承諾を得た場合はこの限りではない。 

 

７ その他 

（１）本業務の遂行により知り得た秘密情報を、本業務の履行期間のみならず、本業務終了後（契約

解除後を含む）においても、第三者に漏洩し、又は本業務以外の目的に使用してはならない。 

（２）本業務の遂行により作成された成果品（データ、プログラム、報告書等を含む）に関する一切

の著作権（著作権法第 27 条及び第 28 条に規定する権利を含む）は、原則として市に帰属するも

のとする。また、受託者は市に対し、著作者人格権を行使しないものとする。 

（３）仕様書に定めのない事項、または解釈に疑義が生じた事項については、その都度、市と受託者

が誠実に協議して定める。 


